


Ⅲ.申請事業

入力数 300 字

入力数 159 字

Ⅳ.実行団体の募集

Ⅴ.事業実施体制

Ⅵ.関連する主な実績

②その他、助成金等の分配の実績

(2)申請事業に関連する調査研究、連携、マッチング、伴走支援の実績、事業事例等の実績

２０１１年埼玉県「平成23年度埼玉県ＮＰＯ等人材開発支援事業」、２０１２年岩手県「被災者のコミュニティ形成支援と地域産業である農業の新展開プロジェクト」、２０１２年宮城県「ＮＰＯ

等の経営力強化プロジェクト業務」、２０１２年～２０１９年熊本県「ＮＰＯ等のマネージメント能力向上支援事業」、２０１４年、２０１５年中小企業庁「地域創業促進支援事業」２０１６年～

東京都インキュベーション施設インキュベーションマネージャー、２０１７年～東京都「女性・若者・シニア創業サポート事業」アドバイザー

本申請事業以外の事業について、コロナウイルス感染症に係る助成金や寄付等を受け助成金等を分配している(予

定も含む）
有 無

有の場合

その詳細

２０１０年、２０１１年、内閣府地域社会雇用創造事業 起業支援金交付 147社（交付額263,000,000円）

２０１２年 復興支援型内閣府地域社会雇用創造事業 63社(交付額157,500,000円）

本申請事業について、コロナウイルス感染症に係る助成金や寄付等を受け助成金等を分配している(予定も含む） 有 無
有の場合

その詳細

本申請事業について、国又は地方公共団体から補助金又は貸付金（ふるさと納税を財源とする資金提供を含む）

を受けていない。
無 ※有の場合、選定の対象外となります（公募要領：助成方針参照）

(2)他団体との連携体制
認定特定非営利活動法人市民福祉団体全国協議会、全国女性会館協議会、大田区民活動団体連絡会、東海市民社会ネットワーク、こども女性ネット東海、く

まもと未来ネット、熊本こどもから地域へ広がれネットワーク

(3)想定されるリスクと管理体制
解決すべき社会課題は濃厚接触が想定されるサービスである。専門家に相談をしながら、困っている人のために知恵をだし、工夫する。伴走支援に関してはコロナウィルス感染拡大の第２

波も想定されるので、主席コンサルタントがZOOMを活用しながら各地域のJACEVO認定コンサルタントと連携する。会計に関しては監査法人等に委託しダブル監査体制とする。

(1)休眠預金以外の助成・補助金活用の有無

①コロナウイルス感染症に係る事業

(3)申請数確保に向けた工夫

現時点の見込みは５０万は１２団体、１００万は７団体、５００万は６団体である。新型コロナウィルスの影響で困っているNPO等に対し、４月よりZOOM経営相談部

屋『ケイエール」を開催し、新型コロナウィルス対応のための相談にのり、NPO現状や課題を把握した。当協会の会員や連携するNPO等が行ったアンケートを通じて現

状を把握し、さらに、電話やzoomなどで、活動における課題を把握してきた。

(4)予定する審査方法

 (審査スケジュール、審査

構成、留意点等）

審査委員予定者は、 当協会理事等の内4名。地域で困った人をほってはいけないと試行錯誤に

て活動を始めた若い世代のアントレプレナーがいるがリスクマネジメントやガバナンスなどの知識も不足している。ウィズコロナ時期、今後も新たに発生するであろう

地域課題を解決できる、新しい活動様式を創出できる次代を担うリーダーの発掘と育成を重視する。高齢者の支援に関しては、制度外サービスを生み出してきた課題発

見能力と組織の知力、地域資源の活用により、新しい制度外サービスを生み出す潜在的能力があるNPOを発掘し、共創する。

(1)メンバー構成と各メンバーの役割
全体統括責任者（藤岡喜美子）プログラムオフィサー（後房雄、藤岡喜美子、 ）実務担当（ ）会計（

）資料作成補助（ ）

(5)事業実施後（1年後）以降に目標とする状態

①発達障害のこどもが通所できなかった遅れの影響が少なくなっている。②ひとり親の仕事がある③女性が我慢をしないで、相談できるところが身近にある。④高齢者の熱中症がない。高齢者のひ

きこもりが少なくなっている。⑥これらのすべてのNPOによる公共サービスが感染拡大防止を考慮しながらも効果がだせる新しい活動様式がうまれている。

(1)採択予定実行団体数 １９団体 (２) １実行団体当たり助成金額
５０万ー１０団体、１００万ー５団体、５００万ー４団

体

(4)今回の事業実行を通じた目標 実施・到達状況の目安とする指標 把握方法 目標値/目標状態 目標達成時期

①放課後児童ディサービス事業者が発達障害のこどもへ

の個別学習支援を行っている。②ひとり親家庭の就労支

援がなされている。③身近な地域や専門家に相談ができ

ている。④見守り活動ができている。④高齢者の熱中

症、機能障害の予防がなされている。

①発達障害のこどものための学習支援教室が開

催されている。②ひとり親家庭への就労支援の

仕組みができる③困ったときに相談ができてい

る④地域の見守り活動がはじまっている⑤高齢

者が機能障害、熱中症防止のサービスを受けて

いる。

①学習支援教室開催数・参加者数。②就労支

援の仕組み数③相談をうけた件数④SNSグ

ループ参加者数、個人宅チラシ配布数、訪問

数⑤ーアサービスを受けた高齢者の利用者数

（熱中症）⑤－イサービスを受けた高齢者の

利用者数（機能障害、認知症予防等）

①学習支援開催回数1団体18回、延べ参加者数

72名②就労支援の仕組み１③相談者100人④

SNSグループ参加数1団体３００、チラシ配布

数1万枚、訪問数150件等団体にて設定⑤―ア

利用者絶対数200人⑤－イ利用者絶対数300人

①2021年6月②2021年8月

③2021年5月④2020年6月

⑤－ア2020年9月⑤－イ

2021年7月

(3)活動（資金分配団体による伴走支援） 時期

①事業実施における助言において、特に新しい団体には、リスクマネジメント・クライシスマネジメントの支援を行う。

②感染症に関する専門家を派遣して、withコロナ時代のための、新しい活動様式を生み出す。

③任意団体、法人設立３年以内に活動を始めたNPOへの法人化支援、事務局体制支援などを含めた新たなNPOとしての成長支援等を行う。

④実行団体が地域ブロックにて集い、団体間の交流会や公開の中間報告会において、新しい活動様式について意見交換する。

⑤感染拡大防止をしながら必要なサービスをどのように提供するのか、その事例を紹介するブックレットをつくる。

①②2020年8月

③2021年2月～2021年8月

④2021年3月

⑤2021年5月

３．DV・児童虐待予防のための相談サービス事業 ２０２０年７月～２０２１年７月

４．子育て家庭と地域をつなぐ活動支援事業 ２０２０年７月～２０２１年７月

５．高齢者への引きこもり防止支援、高齢者の熱中症予防支援事業 ２０２０年８月～２０２１年６月

感染予防に気をつけつつこれまでの活動を続けるだけでは限界があり、ICTを活用するだけでは十分な成果をあげることが困難であり、とにかく自粛でなく、ウイズコロナ時代において、医療や感

染予防の専門家の助言を受けながら、サービス受益者・実行団体・資金分配団体・指定活用団体が連携・協力し、方策を考え選択し、対面や濃厚接触によって成果を出してきた分野において新しい

活動様式を積極的に生み出していく。重症化の危険の高い高齢者への影響は確実にでると思われる。制度外サービスを実践してきたNPOの専門性を活かし新しい制度外サービスを生み出すが求めら

れており、そのような潜在力をもつ団体を対象に必要な支援を行っていく。

(2)活動(資金支援)（実行団体の活動想定） 時期

１．発達障害の子どもへの学習支援事業 ２０２０年７月～２０２１年６月

２．ひとり親家庭の起業支援・就労支援事業 ２０２０年８月～２０２１年７月

(1)申請事業の概要




